
1 
 

 

 

 

 

 

 

呉市 こども計画 
第３期呉市子ども・子育て支援事業計画 

呉 市 次 世 代 育 成 支 援 行 動 計 画 

呉市こどもの貧困の解消に向けた対策推進計画  

呉 市 子 ど も ・ 若 者 計 画 

 

概要版 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月 

呉  市 

 



1 
 

１．計画策定の趣旨 
 

  
    

① 計画の背景・趣旨 
 

わが国では，急速な少子化の進行に伴い，労働力人口の減少や社会保障負担の増加，地域

社会の活力低下など将来的に社会・経済への影響を与える懸念のある課題が深刻になってい

ます。 

こうした社会情勢の変化を受けて，国はこども施策を社会全体で総合的かつ強力に推進し

ていくための包括的な基本法として，令和４年６月に「こども基本法」を公布し，令和５年

12 月には「こども大綱」が策定されました。 

「こども大綱」では，全てのこども・若者が，身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸

せな状態（ウェルビーイング）で生活を送ることができる「こどもまんなか社会」をめざす

ことが掲げられています。 

また，こども基本法第 10 条第２項には，市町村は，国が策定した「こども大綱」及び都道

府県が策定した「都道府県こども計画」を勘案して「市町村こども計画」を定めるよう努め

るものとされています。 

呉市では，平成 27 年３月に「第 1 期呉市子ども・子育て支援事業計画」，令和２年３月に

はその後継計画として「第２期呉市子ども・子育て支援事業計画」を策定し，子育てに関す

る施策を総合的に推進してきました。この「第２期呉市子ども・子育て支援事業計画」の期

間が令和６年度末に終了することから，こども基本法に基づき，後継となる「第３期呉市子

ども・子育て支援事業計画」を包含し，呉市のこども施策を一体的に推進する「呉市こども

計画（以下「本計画」といいます。）」を策定しました。 

 

② 計画の位置付け 
 

本計画は，こども施策に関する４つの個別計画を包含し，市のまちづくりの基本となる「第

５次呉市長期総合計画」を上位計画として，他の関連する計画と整合を図りながら，こども

施策を推進していきます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

呉市地域福祉計画 

※市の関連計画等 

呉市障害者基本計画・呉市障害福祉計画・呉市障害児福祉計画 

第５次呉市長期総合計画 

 
呉市 

こども計画 

第３期呉市子ども･子育て支援事業計画 

呉市次世代育成支援行動計画 

呉市こどもの貧困の解消に向けた対策推進計画 

呉市子ども・若者計画 

子ども・子育て支援法 

次世代育成支援対策推進法 

こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律 

子ども・若者育成支援推進法 

※法に基づく事業計画 

整合 

くれ男女共同参画基本計画 健康くれ 21（健康増進計画・食育推進計画） 

呉市自殺対策計画 

呉市スポーツ振興計画 

整合 

呉市文化芸術振興計画 
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２．計画の基本的な考え方 

③ 計画の期間 
  

本計画の期間は，令和７年度から令和 11 年度までの５年間とします。 

 

④ 計画の対象 
 

本計画は，妊娠期を含めた０歳から概ね 20 歳代までのこども・若者及びその家庭を対象と

しています。ただし，施策の内容によっては，30 歳代までの若者も含みます。 
  

乳幼児期 学童期 思春期 青年期 ポスト青年期※1 

義務教育年齢に
達するまで 

小学生 中学生から 
概ね 18 歳まで 

概ね 18～30 歳 概ね 30～39 歳 

     

 

※1：ポスト青年期：主に青年期を過ぎ，円滑な社会生活を営む上で困難を有する 40 歳未満の者 

 

 

 

  
    

① 基本理念 
 

こども基本法やこども大綱は，こどもや若者の最善の利益を第一に考え，こどもの権利を

守るという考え方を中心になっており，その上で，全てのこどもの健やかな成長を社会全体

で後押しすることが求められています。 

そのため，市として国の考え方を踏まえ，子育てをする父母その他の保護者に焦点を当て，

保護者が行う子育てを支えていこうという「すくすく・のびのび・子育てが楽しいまち」と

いう第２期子ども・子育て支援事業計画での基本理念を一新することとし，呉市こども計画

の基本理念を次のように掲げました。 

 

 

 

 

 

そして，社会全体（市役所や企業，事業者，家庭，地域社会，学校，こどもや子育て世帯に

出会う全ての市民など）でこどもの健やかな成長を後押しすることで，「こどもまんなか」の

実現に努めます。 

また，「こどもまんなか」の実現により，こどもや若者が成育環境にかかわらず，自分らし

く幸福な生活を送ることができる呉市を目指します。   

こ ど も ま ん な か  
こどもの健 やかな成 長 を  社 会 全 体 で後 押 しするまち  くれ 

若者 

こども 
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② 基本目標と施策の体系 

こども大綱に示されたこども施策に関する重要事項 14 項目を基本目標とし，こどもの健や 
 

 

 
  

 

 
 

ライフステージを通した重要事項 

基本目標 重点施策 
     

１ 
こども・若者が権利の
主体であることの 
社会全体での共有等 

 

１ 
こども・若者，子育て世帯にやさしい社会づくり 

のための意識改革 

     

２ 
多様な遊びや体験， 
活躍できる 
機会づくり 

 
１ 遊びや体験活動の推進 

 
２ 生活習慣の形成・定着 

 
３ 安心して外出できる環境の整備 

     

３ 
こどもや若者への 
切れ目のない 
保健・医療の提供 

 
１ こどもや母親の健康の保持増進 

 
２ 小児医療の充実 

 
３ 慢性疾病・難病を抱えるこども・若者への支援 

     

４ こどもの貧困対策 

 
１ 教育の支援 

 
２ 生活の支援 

 
３ 保護者に対する就労の支援 

 
４ 経済的な支援 

     

５ 
障害児支援・ 
医療的ケア児等 
への支援 

 
１ 障害児が安心して暮らせるための支援の充実 

 
２ 障害児への経済的支援 

     

６ 

児童虐待防止対策と
社会的養護の推進 
及びヤングケアラー
への支援 

 
１ 児童虐待防止対策の更なる強化 

 
２ ヤングケアラーへの支援 

     

７ 
こども・若者の自殺対
策，犯罪などからこど
も・若者を守る取組 

 
１ こども・若者の自殺対策 

 
２ こども・若者が相談しやすい体制の整備 

 
３ 防犯・防災・交通安全対策の推進 

 

こ ど も ま ん な か  こ ど も の 健 や か な  
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かな成長を社会全体で後押しするための意識改革を推進していきます。 
 

 

 
  

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

成 長 を 社 会 全 体 で 後 押 し す る ま ち  く れ  

ライフステージ別の重要事項 

基本目標  重点施策 
     

８ 
こどもの誕生前から
幼児期までの支援 

 １ 切れ目のない支援の充実 

 ２ 教育・保育の受け入れ体制の充実 
     

９ 
学童期・思春期 
の支援 

 １ こどもがのびのびと育つ居場所づくりの推進 

 ２ 学びと社会の連携促進 

 ３ こどもの体力の向上のための取組の推進 

 ４ 思春期保健対策の充実 

 ５ 児童・生徒の健康の確保 

 ６ こどもの生きる力の育成に向けた教育環境等の整備 

 ７ キャリア教育の推進 

 ８ いじめの防止・不登校のこどもへの支援 
     

10 青年期の支援 

 １ 若者にとって魅力ある地域づくり 

 ２ 高等教育の充実 

 ３ 生涯学習の推進 

 ４ 進学・就職の支援 

 ５ 悩みや不安を抱える若者やその家族への支援 

子育て当事者への支援に関する重要事項 

基本目標  重点施策 
     

11 
子育てや教育に関す

る経済的負担の軽減 

 １ 子育て世帯への生活支援 

 ２ 医療費等の負担軽減 
     

12 
地域子育て支援， 

家庭教育支援 

 １ 地域における子育て支援の充実 

 ２ 子育て支援のネットワークづくり 

 ３ 子育て情報の発信力強化 
     

13 

共働き・共育ての推

進，男性の家事・子育

てへの主体的な参画

促進・拡大 

 １ ワーク・ライフ・バランスの実現のための働き方の見直し 

 ２ 子育てと仕事の両立の推進 

 ３ 家庭生活・地域活動への男女共同参画の推進 
     

14 ひとり親家庭への支援 
 １ ひとり親家庭への様々な経済的支援 

 ２ ひとり親家庭の自立に向けた支援体制の強化 
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３．基本目標に基づく取組 
 

  
   

基本目標１ こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有等 
 

◇ 「こどもまんなか社会」の実現に向けて，こども・若者が権利の主体であることを，社会

全体，市民一人ひとりに広く周知し，こどもの権利侵害を許さないという意識を，社会全体

に浸透するよう努めます。 

◇ こどもや子育て中の方々が気兼ねなく様々な制度やサービスを利用できるよう，全ての人

がこどもや子育て中の人々を応援する，社会全体の意識改革を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標２ 多様な遊びや体験，活躍できる機会づくり 
 

◇ こどもの健やかな成長・発達を図っていくため，年齢や発達に応じた，自然，職業，文化芸術

など多様な体験・遊びの機会の場を創出します。また，こどもが基本的な生活習慣を身につける

ことができるよう，生活習慣の大切さの普及啓発を推進します。 

◇ 住まい，地域，生活環境，道路交通環境などの整備を行い，こどもが良好な環境の中で生活で

きるよう努めます。 

 

   

 「こどもまんなか応援サポーター」の情報発信及び就任を推奨する活動 
 「こどもまんなかアクション」の取組への理解・協力を促進する活動 
 こどもたちに，命の尊さや人を思いやることの大切さを伝えるための活動 
 高校生との意見交換会など，こども・若者の意見を聴く活動 

 こどもの人権普及啓発  
いじめや虐待，体罰，性犯罪・性暴力などのこどもをめぐる人権問題について，関心と理解を深めるため

の啓発活動を実施する。 

 こどもまんなかキャンペーン  
地域社会，企業など様々な場で，年齢，性別を問わず，全ての人がこどもや子育て中の方々を応援する，

社会全体の意識改革を後押しする啓発活動を実施する。 

 児童虐待防止啓発事業  
オレンジリボンキャンペーン，移動パネル展示等の啓発活動を行う。 

呉
市
役
所
の
取
組 

など

など

 こどもに遊びや体験活動の場を提供する自然体験活動や舞台鑑賞活動等の実施 
 地域でとれた野菜を中心に，大人とこどもが一緒に調理して食べる活動の中で，

こどもが役割を担うことで，自己肯定感及び自己有用感のかん養や食の大切さを
学ぶ場づくり 

 各種施設や店舗等での，授乳室，おむつ交換台，ベビーベット等の設置や，ミルク
用のお湯の提供 

 放課後児童会・子供教室 校内交流型事業 
小学校内に設置している放課後児童会と併せて，全ての児童が参加できる放課後子供教室を開設し，放課

後児童会と一体的に運営する。 

 朝ごはん食べよう運動 
幼稚園・保育所等のこどもとその保護者や指導者を対象に食育教室を開催し，朝ごはんをはじめ，望まし

い食生活について啓発する。 

 呉駅周辺地域総合開発に伴う子育て支援センターの整備 
新しく整備される複合建物に，子育て支援センターを移設するとともに，季節や天候に左右されず安全で

安心して過ごせる大型屋内遊具のあるあそび場や絵本広場など新たな機能を持った施設を整備する。 

 

呉
市
役
所
の
取
組 

など 

など 

地域社会 
（市民，企業， 

事業者，各種団体等） 

の取組 

地域社会 
（市民，企業， 

事業者，各種団体等） 

の取組 
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基本目標３ こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供 
 

◇ 保健，福祉，医療，教育の各分野が連携しながら，こどもや母親の健康の保持増進に努め，切

れ目のない支援体制を構築します。 

◇ 医療機関等との連携により，必要なときに適切な医療が受けられるよう小児医療体制の確保

に努めます。また，慢性疾病や難病を抱えるこども・若者について，医療費の助成を行うととも

に，自立を支援するための相談支援を推進します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

基本目標４ こどもの貧困対策 
 

◇ こども・若者が，家庭の経済状況に関わらず，質の高い教育を受け，能力や可能性を最大限に

伸ばして，それぞれの夢に挑戦できるように努めます。 

◇ 困窮する家庭やこどもへの市営住宅や居住費に関する支援を行うと共に，新たなこどもの居場

所に取り組む様々な主体を支援することで信頼できる大人と出会い，こども一人ひとりに寄り添

った生活全般の支援を実現します。 

◇ 家庭の安定的な経済的基盤を築き，こどもの将来の進路や生活設計ができるよう，保護者の就

労支援，安心してこどもを育てられるサービスメニューの充実に努めます。 

◇ 児童手当や児童扶養手当などのほか，様々な世帯の状況に応じた経済的支援が，必要とする家

庭に漏れなく届けられるよう，対象者への十分な周知や福祉と教育部門の連携を図ります。 

   

 健康を守り，健やかな成長を支援する医療活動 
 医療現場でのこどもの意見等を聴くスキルを身に付ける「こどもまんなか研修」

の実施 
 医療現場でのこどもの人権に関する勉強会，絵や工作等の掲示，こどもの居場所

の情報提供 
 小児外来等の医療現場の環境整備としての絵本等の設置 

 産前・産後サポート事業  
妊産婦等が抱える妊娠・出産や子育てに関する悩み等について，専門家等による相談支援等を行う。 

 こども医療費助成 
保護者の所得に関係なく，高校３年生までの医療費の自己負担額の一部を助成する。 

 難病患者等支援事業／小児慢性特定疾病医療費助成 
罹患している患者・児童等について，医療費等の自己負担分の一部を助成する。 

呉
市
役
所
の
取
組 など

など

 こどもの学習支援・居場所づくりの活動 
 こども食堂等への食材の提供や運営支援活動，生活習慣定着の支援 

フードドライブ，フードパントリーの実施
 対面や電話，オンライン等での職業相談及び就業を支援するセミナーの実施 

 子どもの学習・生活支援事業 
生活保護世帯を含む生活困窮世帯等のこどもに対する学習支援や居場所づくり，養育に関する保護者への

助言等を実施する。 

 子どもの進学支援事業 
ひとり親家庭で高等学校進学を目指す中学生を対象に個別学習支援，進学相談及び生活習慣の支援を行う

場を開設することにより，ひとり親家庭の生活向上及び貧困の連鎖を防止する。 

 生活保護受給者等就労自立促進事業 
ハローワークとの連携により，呉市におけるワンストップ型の就労支援体制を整備することで，生活保護

受給者や児童扶養手当受給者等の就労を支援し自立の促進を図る。 

呉
市
役
所
の
取
組 

など 

など 

地域社会 
（市民，企業， 

事業者，各種団体等） 

の取組 

地域社会 
（市民，企業， 

事業者，各種団体等） 

の取組 
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基本目標５ 障害児支援・医療的ケア児等への支援 
 

◇ 障害や発達の特性を早期に発見・把握し，教育などの関係機関と連携することで，こどものラ

イフステージに応じた切れ目のない療育支援に取り組みます。また，障害のあるこどもや配慮を

必要とするこどもとその家族に対する相談，指導，支援の充実を図り，負担の軽減に努めます。 

◇ 保育所や幼稚園・認定こども園等における受け入れ体制の整備を図り，障害児保育の充実に努

めます。また，障害者やその家庭を経済的に支援する制度の周知を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

基本目標６ 児童虐待防止対策と社会的養護の推進及びヤングケアラーへの支援 
 

◇ 児童虐待は，あらゆる子育て当事者が無縁ではないという認識の下，社会全体，市民一人ひと

りが関心を持ち，不適切な養育につながる可能性のある家族の支援ニーズをキャッチしていきま

す。 

◇ 子育てに困難を感じる家庭やこどものＳＯＳをできる限り早期に把握し，具体的な支援につな

げます。また，保健・医療・福祉等の分野のほか，学校や保育所等が連携を密にし，児童虐待防

止対策の更なる強化を図ります。 

◇ 教育，福祉，介護，医療等の関係者が情報共有・連携をし，早期にヤングケアラーを発見，把

握することで，必要な支援につなげます。   

 障害があってもなくてもチャレンジするこどもを応援する活動 
 支援の必要なこどもやきょうだいをサポートする活動 
 障害がある・ないに関係なく，こどもと親が安全安心と感じる居場所を作る活動 
 障害のあるこどもたちの生きづらさへの理解，障害への支援活動 

 児童発達支援 
通所施設を利用し，日常生活における基本的な動作の指導，知識技能の習得，集団生活への適応訓練など

を行うとともに，その家族に対する支援を行う。 

 保育所等訪問支援 
保育所などを利用中の児童に対して，当該施設を訪問して児童に対する集団生活適応のための訓練や， 

受入先施設のスタッフに対する支援（支援方法などの指導）を行う。 

 特別児童扶養手当 
中・重度の身体，知的又は精神障害を有する 20 歳未満の障害児を家庭で看護している者に対して 

支給する。 

呉
市
役
所
の
取
組 

など

など

 呉市要保護児童対策地域協議会 
児童虐待の早期発見・早期解決を図るため，関係する行政機関や民間団体等との緊密な連携・協力を図り，

対策について協議・検討をする。 

 学校におけるヤングケアラー実態調査 
教育委員会が行う「学校におけるヤングケアラー実態調査」の結果をもとに，ヤングケアラーに該当する

可能性のある児童生徒について適切な支援につなぐ。 

 包括的相談支援事業 
どの相談窓口においても，相談者の属性や世代，相談内容に関わらず，相談を受け止め，必要に応じ， 

適切な支援関係機関につないだり，支援関係機関と連携を図る体制を整備する。 

呉
市
役
所
の
取
組 

など 

など 

地域社会 
（市民，企業， 

事業者，各種団体等） 

の取組 

地域社会 
（市民，企業， 

事業者，各種団体等） 

の取組 
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基本目標７ こども・若者の自殺対策，犯罪などからこども・若者を守る取組 
 

◇ こども・若者の自殺対策において，自殺予防等の啓発，自殺予防教育，リスクの早期発見，電

話・ＳＮＳを活用したこども・若者が気軽に相談できる相談体制の整備を進めます。 

◇ こどもの生命を守り，犯罪や事故，災害から安全を確保するため，体験的な学びを含め，発達

に応じた安全教育を推進します。 

◇ 社会全体，市民一人ひとりが非行や犯罪に及んだこども・若者に対する理解を深め，育ちを見

守る社会気運の向上を図るとともに，こども・若者の非行防止や，非行・犯罪に及んだこども・

若者とその家族への相談支援・自立支援を推進します。 

◇ 関係機関・団体と連携し，市民の交通安全意識の向上を図るための取組を推進します。また，

歩道整備や防護柵設置等の整備など，安全の通行空間の確保を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

基本目標８ こどもの誕生前から幼児期までの支援 
 

◇ 保護者・養育者の就労・養育状況を含むこどもの置かれた環境等について，社会全体，市民一

人ひとりがしっかり目を向け，こどもの誕生前から幼児期までの育ちを等しく，切れ目なく支援

します。 

◇ こども達が，心と体を健やかに育むことができる環境づくりを推進するため，こどもが地域子

育て支援拠点事業や公・私立保育所等で安全かつ快適に過ごすことができる環境整備を行います。 

◇ 保護者の多様な就労形態への対応，子育てと仕事の両立を支援するため，延長保育，休日保育，

病児・病後児保育事業，ファミリー・サポート・センター事業，こども誰でも通園制度など，多

様な保育サービスの充実を図ります。  

 こどもの心に寄り添う研修の実施 
 過ちに陥った少年に対する更生援助活動 
 「こども１１０番の家」としてのこどもの見守り活動 
 防犯パトロール，防犯訓練，こどもたちへの声かけ等，こどもが安心して暮らせ

る地域をつくる活動 

 心のサポーター養成事業 
こころの健康の維持・向上につながる社会環境整備として，メンタルヘルスやうつ病・不安障害など

精神疾患への正しい知識を持ち，メンタルヘルスの問題を抱える人を支援する者を養成する。 

 ユースワーカー育成事業 
若者の居場所づくりや地域活動の中心となるユースワーカーを育成する。 

 交通安全活動推進事業 
交通安全教室や交通安全日の早朝街頭指導等，警察，交通安全推進協議会連合会及び交通安全協会等

が連携し，交通安全活動を実施する。 

呉
市
役
所
の
取
組 

など 

など 

 各地域で実施される様々な行事での，妊産婦や乳幼児を連れた家庭への配慮 
 保護者，子育てに協力されている方に向けて，息抜きや子育てのためになる活動 
 親子で一緒にリフレッシュすることを目的としたイベントの開催 
 地域・保護者を対象としたこどものための研修会・講演会の開催 

 こども家庭センター 
母子保健・児童福祉の両機能が全ての妊産婦，子育て世帯，こどもへの一体的な相談支援を行う。 

 地域子育て支援拠点事業 
乳幼児とその保護者が交流できる場を設置し，子育てについての相談，情報の提供・交換，助言その他の

援助を行うなど，地域の子育て支援機能を提供する。 

 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 
就労条件を問わず，時間単位で柔軟に保育所などを利用できる。 

呉
市
役
所
の
取
組 

など

など 

地域社会 
（市民，企業， 

事業者，各種団体等） 

の取組 

地域社会 
（市民，企業， 

事業者，各種団体等） 

の取組 
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基本目標９ 学童期・思春期の支援 
 

◇ 学童期のこどもが，安全・安心が確保された場で，自己肯定感や道徳性，社会性，確かな学力

と健康や体力を育み，また自己肯定感を高めることができる環境を整備します。 

◇ 思春期は，自分の存在の意味，価値及び役割を考え，アイデンティティを形成していく時期で

ある一方で，自己の存在に対しての様々な葛藤を抱えたり，学業や家族・友人との関係や恋愛な

どに悩んだりする繊細な時期です。思春期のこどもたちの心と体の健康づくりを推進します。 

◇ 学ぶことと自己の将来とのつながりを見通しながら，社会的・職業的自立に向けて必要な資

質・能力を身に付けることができるよう推進します。 

◇ いじめの防止，不登校のこどもへの相談・支援体制を整備します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

基本目標 10 青年期の支援 
 

◇ 若者世代が住み続けたいと思えるような魅力ある地域づくりに取り組むとともに，若者が自分

たちの地域に誇りと愛着を持ち，地域社会の一員として地域とつながることを後押しします。 

◇ 生涯にわたる学びや，リスキリングによる能力向上を支援するため，一人ひとりの学ぶ意欲を

満たし，誰もが生涯にわたって自ら学び，生き生きと活動することができる環境を整えます。 

◇ 若者が，家庭の経済状況に関わらず，経済的な不安がなく，良質な雇用環境の下で，将来への

展望を持って生活できるよう，呉市において若者が活躍できる環境整備に官民一体となって取り

組んでいきます。また，若者やその家族に対する相談体制の充実を図り，こころの健康や病気，

相談支援やサービスに関する情報等について学生を含む若者に周知します。   

 子どもの居場所づくり助成事業 
地域のこどもを対象に，食事の提供，学習の支援，遊びの体験などの活動を通して，こどもの居場所づく

りに取り組む団体や事業者などに対し，開設及び運営費用の一部を助成する。 

 キャリア教育推進協議会 
呉市立小・中・義務教育学校及び呉高等学校の児童生徒の勤労観，職業観を育成するキャリア教育を推進

する。 

 思春期相談事業 
各保健センターで思春期相談を行うとともに，随時電話や来所で相談を受ける。 

呉
市
役
所
の
取
組 

など

など

 呉駅周辺地域総合開発に伴うユース世代の居場所づくり 
新しく整備される複合建物に，中・高生を中心とするユース世代が，「自分たちもこのまちでこども

を育てたい」と誇りに思えるような新しい居場所を整備する。 

 精神保健福祉相談（こころの健康相談） 

精神科医師が心の健康，ひきこもりなどの相談に応じる。 

 未来へ羽ばたけ！大学進学応援事業 
児童扶養手当を受けているひとり親世帯や一定の所得水準を下回る世帯の大学進学を目指している

高校生を対象に学習機会を提供することで，保護者の経済的な理由により将来の夢を諦めず希望の 

大学に進学できるように支援する。 

呉
市
役
所
の
取
組 

など 

など 

地域社会 
（市民，企業， 

事業者，各種団体等） 

の取組 

地域社会 
（市民，企業， 

事業者，各種団体等） 

の取組 
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基本目標 11 子育てや教育に関する経済的負担の軽減 
 

◇ 理想のこども数を持てない大きな理由の一つとなっている経済的負担について，幼児期から高

等教育段階まで切れ目のない負担軽減を着実に実施します。 

◇ 幼児期から高等教育段階まで切れ目のない負担軽減を着実に実施するため，医療費等の負担軽

減を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 
 

基本目標 12 地域子育て支援，家庭教育支援 
 

◇ 在宅で子育てをしている家庭を含めた全てのこどもと家庭を対象として，ニーズに応じた様々

な子育て支援を市役所や民間団体，事業者のほか，こども・子育て世帯に関わる市民一人ひとり

が主体となって推進していきます。 

◇ 呉市すこやか子育て協会や子育て当事者と連携しながら，効果的な情報発信を行い，子育て支

援団体の育成や子育て支援ネットワークの充実を図ります。 

◇ 子育て家庭が必要な情報を取得しやすい情報提供体制を整備し，子育て当事者の気持ちを受け

止め，寄り添いながら，オンラインも活用した相談やプッシュ型の情報提供を行います。 

 

   

 妊婦のための支援給付金給付 
妊娠期から出産・子育てまで一貫した伴走型相談支援と「妊婦のための支援給付金」による経済的支援を

一体的に実施する。 

 児童手当 
次世代の社会を担う児童の健やかな成長に資するという観点から，高校生年代までの児童を養育している

者に対して支給する。 

 子育て世帯の市営住宅優先入居 
こどもの健全な成長を促すため生活の基盤となる居住の安定的な確保を支援する。 

 ひとり親家庭等医療費助成 
18 歳到達後最初の３月 31 日までの児童を養育している母（父）子家庭等（世帯全員の所得税が非課税 

相当）の医療保険診療の自己負担分の一部を助成する 

呉
市
役
所
の
取
組 

など

など

 利用者支援 
こどもやその保護者，又は妊娠している方などその選択に基づき，多様な教育・保育施設や地域の子育て

支援事業等を円滑に利用できるよう必要な支援を行う。 

 育児サークル・子育て支援団体活動支援 
呉市すこやか子育て協会と連携し，育児サークル，子育て支援団体への活動支援を行う。 

 くれ子育てねっと 
児童手当，こども医療費助成，保育所入所等の子育てオンライン申請のほか，地域情報交流サイト「くれ

っこガーデン」，子育てサークルなどの情報をインターネット上で提供する呉市の子育てポータルサイト

を運営する。 

呉
市
役
所
の
取
組 

など

など

地域社会 
（市民，企業， 

事業者，各種団体等） 

の取組 

地域社会 
（市民，企業， 

事業者，各種団体等） 

の取組 
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基本目標 13 共働き・共育ての推進，男性の家事・子育てへの主体的な参画促進・拡大 
 

◇ 夫婦が相互に協力しながら子育てし，それを職場が応援し，社会全体で支援するため，職場の

文化・雰囲気及び組織のトップや管理職の意識を変え，仕事と子育てを両立できる環境づくりを

社会全体で進めていきます。 

◇ 子育てと仕事の両立を支援するため，放課後児童会，病児・病後児保育事業，ファミリー・サ

ポート・センター事業などの各種サービスの充実と利用促進に努めます。 

◇ 男性の家事・子育てへの主体的な参画を社会全体で後押しするとともに，家庭において父親，

母親がともに育児や家事の責任を分担し，協力し合えるよう，親になる前からの学習機会やこど

もの成長を家族と一緒に喜ぶことができる機会を増やすことで，男女共同参画の推進についての

意識啓発を引き続き図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

基本目標 14 ひとり親家庭への支援 
 

◇ ひとり親家庭では，仕事と子育てを一人が一手に担わざるを得ない状況になりがちなため，そ

うならないよう社会全体，市民一人ひとりが理解し，当事者に寄り添った支援を行います。 

◇ ひとり親家庭への経済的支援に取り組むとともに，学習支援や体験活動等の事業を実施し，世

帯状況によるこどもの経験や体験の欠如のばらつきの軽減に努めます。 

◇ 各家庭の親子それぞれの状況に応じて，生活支援，子育て支援，就労支援等が適切に行われる

ように取り組みます。また，ひとり親家庭の相対的貧困率が高い現状を踏まえ，ひとり親家庭の

子育てを支え，高い就労率が経済的な自立の実現につながるよう就労支援に努めます。 

◇ こどもの最善の利益を考慮しながら，安全・安心な親子の交流を促進するとともに，養育費に

関する相談支援や取決めの促進に努めます。   
 母子・父子自立支援プログラム策定事業 

母（父）子家庭が就業により自立することを目的に，相談を通じて自立支援プログラムを策定し，ハロー

ワークとの連携の上，きめ細やかな自立支援事業を行う。 

 母子家庭等就業・自立支援センター事業 
母子家庭の母及び父子家庭の父並びに寡婦に対して自立支援を図るため，就業相談から就業支援講習会の

実施，就業情報の提供等一貫した就業支援サービスの提供を行うとともに，弁護士等のアドバイスを受け

て養育費の取り決めなどの専門的な相談を行う。 

呉
市
役
所
の
取
組 

など

など

 ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）に関する啓発 
「ワーク・ライフ・バランス」の考え方に沿って社会全体で働き方の見直しを行うための啓発を行う 

（啓発資料作成・事業主や人事担当者に対する研修会やセミナー開催・講師派遣等）。 

 子育て関係各種手続きのＷｅｂ申請 
子育てに関する様々な手続きについて，スマートフォンを使うことで，曜日や時間に関わらずいつでも 

申請することができるオンライン申請を実施する。 

呉
市
役
所
の
取
組 など

など

地域社会 
（市民，企業， 

事業者，各種団体等） 

の取組 

地域社会 
（市民，企業， 

事業者，各種団体等） 

の取組 
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4．子ども・子育て支援事業に係る量の見込みと確保方策 
 

 
   

① 教育・保育の量の見込み 
 

幼稚園，保育所等の利用実態とニーズ調査で把握した利用希望，女性の就業率向上等を踏まえ，

各年度における量の見込み（ニーズ量）及び確保方策を設定しました。 

教育・保育の量の見込みに対して対応可能な提供体制となっています。 
 

対象 
年齢 

認定区分 （子ども・子育て支援法第 19 条） 
計画終了年度 （令和 11 年度） 

量の見込み 確保方策 

満３ 
～５歳 

１号
認定 

教育 幼児期の教育（教育認定） 539 人 
779 人 802 人 

２号
認定 

教育 
保育の必要性あり（保育認定）のうち， 
幼稚園（教育）を希望する子どもの数 

240 人 

その他 保育の必要性あり（保育認定） 1,379 人 1,405 人 

満３歳
未満 

３号
認定 

０歳 

保育の必要性あり（保育認定） 

142 人 174 人 

１歳 451 人 488 人 

２歳 500 人 538 人 

 

② 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 
 

各事業について，量の見込みに対して対応可能な提供体制を整備します。 
 

事業名 事業の内容 
計画終了年度 （令和 11 年度） 

量の見込み 確保方策 

一時預かり事業 

幼稚園の預かり保育に当たる一時預

かり（在籍児童対象）と，保護者が，

冠婚葬祭や急な傷病，入院，または

保育要件に満たない短時間就労など

により，家庭において保育を受けるこ

とが一時的に困難となった乳幼児に

ついて，主として昼間において教育・

保育施設などで一時的に預かる（非

在籍児童対象）事業です。 

1 号認定 

（幼稚園における 

在園児を対象） 

2,142 人 
29 か所

2,142 人 

２号認定 

（幼稚園等における在園

児のうち２号認定を対象） 

67,112 人 
28 か所

67,112 人 

在園（所）児童以外

の一時預かり 
34,680 人 

39 か所

34,680 人 

延長保育事業 

保育認定を受けた子どもについて，通常の利用日に認定時

間（保育標準時間・保育短時間）を超えて，認定こども園，保

育所で保育を実施する事業です。 

1,733 人 
51 か所

1,733 人 

病児・病後児 

保育事業 

病児・病後児保育事業は，病気や病気からの回復期などで集

団保育などが困難な子どもを病院などにおいて付設された専

用スペースで，看護師等が一時的に保育等を実施する事業

です。 

34,200 人 34,200 人 

地域子育て支援

拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互に交流を行う場所として開設

し，子育てについての相談や各種情報の提供，助言その他の

援助を行う事業です。 

88,110 人 
15 か所 

88,110 人 

乳児家庭全戸 

訪問事業 
（こんにちは赤ちゃん
事業） 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し，子育て支

援に関する情報提供や乳児及びその保護者の心身の状況，

養育環境の把握を行う事業です。 

871 人 871 人 

妊婦健康診査 

事業 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため，妊婦に対する健康

診査として，健康状態の把握，検査計測，保健指導を実施す

るとともに，妊娠期間中の適時に応じた医学的検査を実施す

る事業です。 

10,949 人 10,949 人 
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事業名 事業の内容 
計画終了年度 （令和 11 年度） 

量の見込み 確保方策 

子育て短期 

支援事業 
（ショートステイ， 
トワイライトステイ） 

保護者の疾病等の理由により，家庭において

養育を受けることが一時的に困難となった児童

について，児童養護施設等に入所させ，必要な

保護を行う事業（ショートステイ事業）及び夜間

養護等事業（トワイライトステイ事業）です。 

ショート 

ステイ事業 

延利用日数 

247 日 
延利用日数 

440 日 

トワイライト

ステイ事業 

延利用日数 
98 日 

延利用日数 
300 日 

子育て援助活動

支援事業 
（ファミリー・サポー
ト・センター事業） 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員

として，児童の預かり等の援助を受けることを希望する者と当

該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連

絡・調整を行う事業です。 

1,229 件 1,229 件 

養育支援訪問 

事業 

養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し，保健師・助産師・保育士等がその居宅を訪問

し，養育に関する指導，助言等を行うことにより，当該家庭の適切な養育の実施を確保することを

目的とする事業です。 

放課後児童健全

育成事業 

（放課後児童会） 

保護者が就労等により，昼間家庭にいない小

学生の児童に対し，授業の終了後に小学校の

余裕教室等を利用して適切な遊び及び生活の

場を与えて児童の健全な育成を図る事業です。 

１～３年生 994 人 1,817 人 

４～６年生 387 人 717 人 

利用者支援事業 

子ども及びその保護者が，認定こども園・幼稚

園・保育所での教育・保育や一時預かり等の地

域子ども・子育て支援事業の中から適切なもの

を選択し，円滑に利用できるよう，市や地域子

育て支援拠点等で相談を受け付ける等利用者

支援を図る事業を行います。 

基本型・ 

特定型 
- 2 か所 

こども家庭 

センター型 
- １か所 

実費徴収に係る 

補足給付を行う事業 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して，幼稚園利用者の副食費相当額等を助成する事業を行い

ます。 
多様な事業者の参入

促進・能力活用事業 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究，その他多様な事業者の

能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業を行います。 

妊産婦等包括 

相談支援事業 

妊婦等に対して来所や訪問等による面談を行うことで，妊婦

等の心身の状況，その置かれている環境等の把握を行うほ

か，母子保健や子育てに関する情報の提供，相談その他の

援助を行う事業です。 

2,664 回 2,664 回 

産後ケア事業 

出産後１年以内の母子に対して，助産師等の

専門職が心身のケアや育児サポート等の支

援を行う事業です。 

宿泊型 30 人 30 人 

日帰り型 225 人 225 人 

訪問型 136 人 136 人 

子育て世帯訪問

支援事業，要保

護児童等に対す

る支援に資する

事業 

①子育てヘルパー 

派遣事業 

養育支援が必要と認められる世帯に対

し，家事，育児等の援助を行うことによ

り，当該家庭の抱える養育上の諸問題

の解決・軽減を図り，家庭の養育力の

育成及び向上を支援するために，子育

てヘルパーを派遣する事業です。 

39 人 39 人 

②児童家庭相談 

事業 

児童虐待を始めとして，子どもを取り巻

く問題は，複雑・多様化しており，問題

が深刻化する前に早期に発見し，早期

に支援していくことで家庭の安定を図る

とともに，地域におけるきめ細やかな支

援体制を整える事業です。 

2,300 人 2,300 人 

乳児等通園支援

事業 

保護者の就労の有無に関わらず，生後６か月

から２歳の未就園児が保育施設等を時間単位

で利用できる事業です。 

０歳児 50 人 50 人 

１歳児 51 人 51 人 

２歳児 52 人 52 人 

児童育成支援 

拠点事業 

養育環境等に課題を抱える，家庭や学校に居場所のない児童等に対して，児童の居場所となる場を

開設し，児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて，生活習慣の形成や学習のサポート，進路等

の相談支援，食事の提供等を行うとともに，児童及び家庭の状況をアセスメントし，関係機関へのつ

なぎを行う事業です。 

親子関係形成 

支援事業 

児童との関わり方や子育てに悩み・不安を抱えた保護者が，親子の関係性や発達に応じた児童との

関わり方等の知識や方法を身につけるため，講義，グループワーク，個別のロールプレイ等を内容

としたペアレント・トレーニング等を実施する事業です。 
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5．こども施策の推進 
 

  
   

① こども・若者の意見反映 
 

１ こども基本法・こども大綱が定めている「こども・若者の意見反映」 

こども基本法第３条では，全てのこども・若者について，その年齢及び発達の程度に応じた意

見表明機会や社会的活動に参画する機会を確保すること，こども・若者の意見を尊重し，その最

善の利益を優先して考慮することが基本理念として謳われています。また，第 11 条では，こども

施策を策定，実施，評価するとき，こども・若者，子育て当事者等の意見を反映するために必要

な措置を講ずることを国や地方公共団体に義務付けており，国や地方公共団体には，それぞれの

政策の目的等を踏まえ，こども・若者の最善の利益を第一に考えながら，こども・若者の意見を

聴き，反映させることが求められています。 

こども大綱においても，こども・若者が権利の主体であることを明示し，こども施策の基本的

な方針の１つとして，「こどもや若者，子育て当事者の視点を尊重し，その意見を聴き，対話しな

がら，ともに進めていく」こととしています。また，こども施策を推進するために必要な事項と

しても，「こども・若者の社会参画・意見反映」を据え，こども・若者とともに社会をつくるとい

う認識の下で，意見表明の機会づくりや意見を持つための様々な支援を行い，実効性のある社会

参画・意見反映を進めていく必要があるとしています。 
 

 

  

２ 意見反映の意義 

こども・若者に影響を与える施策について，こども・若者自身の意見が聴かれ，反映されるこ

とは，こども・若者と社会にとって大きく２つの意義があります。 

 

 

 

   

こどもや若者の状況やニーズをより的確に踏
まえることができ，施策がより実効性のある
ものになる。 

こどもや若者にとって，自己肯定感や自己有
用感，社会の一員としての主体性を高めるこ
とにつながる。ひいては，民主主義の担い手
の育成に資する。 

１つ目の意義 ２つ目の意義 

意見とは，論理的に整理された考えだけを指すのではありません。こども基本法の「意見」はこど

もの権利条約を踏まえ，より広い気持ちや考えを指しています。 

 

こどもの権利条約では，第 12 条において，「自由に自己の意見を表明する権利（the right to express 

those views freely）」を定めています。その「意見」は，原文（英語）で「view(s)」であり，意見を

聴かれる権利に関する児童の権利委員会一般的意見第 12 号(2009 年)において，言語化された意見

のみならず，遊びや身振り，絵を含む非言語のコミュニケーション形態への認識と尊重が必要とさ

れています。 

意見とは？ 
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３ こどもが意見を表明するための工夫 

こども・若者への意見聴取については，施策の内容，目的などに加えて，意見を聴取するこど

もの年代に応じた様々な手法を検討していく必要があります。また，こども・若者が抱えている

困難性や特性，置かれている状況によっては，声をあげづらい，声を聴かれにくい状況にあるこ

ども・若者もいます。そのため，それぞれの抱えている状況に合わせた配慮も必要となります。 
  

【取組手法について】 
    

 

 

 

 

 
  

 

【声を聴かれにくいこども・若者への配慮について】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 こども基本法上のこども施策 

こども基本法が規定するこども施策には，こどもの健やかな成長に対する支援や，結婚・妊娠・

出産・子育てに対する支援を主な目的とする施策に加え，教育施策や雇用施策，医療施策など幅

広い施策が含まれます。 

こども・若者の今と将来の生活に影響を与える政策や計画，施策，事業について，こども・若

者は当事者になります。 

 

５ 意見の反映・フィードバック 

意見の反映方法については，意見を聴き共有するだけで終わらせるのではなく，計画や施策に

反映し，文章等を公開することのほか，こども・若者が直接，施設運営や施策決定に関わるとい

う反映方法が考えられます。さらに，意見が取り入れられた場合や意見が取り入れられなかった

場合の理由や経過を意見表明したこども・若者へフィードバックし，相互理解を深めます。 

以上のような意見表明や反映の意義や視点を踏まえ，次に示す計画の推進体制の中でその手法

や仕組みについて議論をし，検討を進めていきます。 

 

  

こども・若者に届きやす

い情報発信に努め，わか

りやすい表現に留意し，

動画の活用も視野にいれ

て取り組んでいきます。 

ワークショップや座談会

の開催など対面形式の意

見交換では，意見交換の

目的やテーマを明確にし

た上で議論しやすい環境

を整えます。 

様々な居場所や活動の

場において，当事者の

こども・若者から意見

を聴取する機会を設け

るよう努めます。 

審議会等への若者からの

委員登用，オブザーバー

としてのこどもの参加な

ど，主体的な参画を促進

していきます。 

①ホームページや 

ＳＮＳの活用 

②対面形式での意見交換 ③こども・若者の居場所や 

活動の場へ出向いての意見聴取 
④審議会等への 

こども・若者の参画 

不登校のこども，中退し
た若者，経済的に困難な
家庭のこども・若者，ヤ
ングケアラーやアクセス
の難しい地域に住むこど
も・若者など。 

障害児・医療的ケア児

や外国人のこども・若

者など。 

言葉だけではなく，
年齢及び発達段階に
応じて，その意思
（思いや願い）が多
様な形で表れ，受け
止める側も聴くため
の工夫が特に必要な
乳幼児の場合 

学校，地域，生活
の場等を通じて情報
や参画機会をつくる
ことが困難な場合 

意見表明の手法の
選択肢が限られてい
ることから受け止め
る側も聴くための工
夫が特に必要な場合 

社会的養護経験者，性的

マイノリティ，虐待やい

じめを受けている，受け

たことがあるこども・若

者など。 

意見を言うことが
安全・安心でない

等，意見を言う環境
に特別な配慮や工夫

が必要な場合 
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② 推進体制 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 進捗の管理・評価 

今後は，ＰＤＣＡサイクル（計画・実行・評価・改善）に基づき，計画の推進に努め，事業の

進捗管理・評価では，利用者の視点に立ち，個別事業の進捗状況に加え，計画全体の成果につい

ても点検・評価し，施策の改善につなげます。 

なお，「量の見込」や「確保方策」については，当初の計画に対して大きな開きが見受けられ

る場合には，計画の見直しを検討します。ただし，見直しを行った後の事業計画の期間は，当初

の計画期間（令和 11 年度）までとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐｌａｎ（計画） 

Ａｃｔｉｏｎ（改善） Ｄｏ（実行） 

評価・検証（Ｃｈｅｃｋ） 

事業・計画内容の見直し 各施策の実行 

「呉市 こども計画」の策定 

計画目標の達成に向けた評価・検証 

〇出前講座 

〇ワークショップ 

〇アンケート 等 

〇事業の実施 

〇情報公開 等 

  意見提案   

（新）くれ こどもまんなか 

推進協議会（仮称） 
（市民・学識経験者等） 

 

地
域
社
会 

（
市
民
・
企
業
・
事
業
者
・
各
種
団
体
等
） 

こども・若者 
・ 

子育て当事者 

呉市こども施策推進会議（仮称） 

（副市長・部長級職員） 

呉市こども施策推進会議 幹事会（仮称） 

（課長級職員） 

呉市長 

  報告   

こ
ど
も
ま
ん
な
か 

ア
ク
シ
ョ
ン   意見反映   

  意見提案   

〇社会の意識改革の後押し 

〇情報公開・啓発 

〇活動支援 

〇社会の一員 

としての活動 

  意見提案   
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